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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

補正予算等

△ 703,973

△ 1,936,217

294,768

職員数

2.0

2.0

2.0

決算額

30,944,057

29,976,476

うち一般財源

31,796,921

30,939,475

29,973,543

合計

（予算現額）

31,813,280

30,944,538

29,977,092

うち今回補正額
区分

R7年度

R6年度

R5年度

前年度繰越

0

0

0

当初予算

32,517,253

32,880,755

29,682,324

予算額

△ 703,973

事業番号 05 06 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

高齢化の進展や医療の高度化などにより、医療費の増大が見込まれることから、引き続き、後期高齢者医療制度の安定的運営を支

援していく必要がある。

高齢期における適切な医療を確保し、健康の保持と高齢者の福祉の増進を図る。

①後期高齢者医療制度の安定的運営を支援

・後期高齢者医療給付費県費負担金の所要見込額の減に伴う増額

・後期高齢者医療保険基盤安定事業負担金の所要見込額の減に伴う減額

・後期高齢者高額医療費負担金の所要見込額の増に伴う増額

・後期高齢者医療財政安定化基金運営事業（保険料抑制のための交付金分）の所要見込額減に伴う減額

・後期高齢者医療財政安定化基金運営事業（基金運用益）の所要見込額増に伴う増額

E-mail kokuho pref.nagano.lg.jp

実績 実績 推移

R7年度

目標値

充実した医療・介護提供体制の構築

No.

1-5②

施策分野（施策の総合的展開名）

事　業　名 後期高齢者医療支援事業
部局 健康福祉部 課・室 健康増進課国民健康保険室

実施期間 H20 ～

達成

状況
目標値設定理由

R6年度

実績 推移
単位

R4年度 R5年度
No. 指標名

年／

年度 数値

直近３か年の状況

年／

年度 数値

目標

年／

年度 数値

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）
年／

年度 数値
単位

後期高齢者医療制度の安定的な運営を評価する指標に適して

いることから成果指標として設定し、目標値については毎年度減

少を図るべきものであるため、前々年度以下の率を設定。

① 29.5↗25.933.3 40.7↘%

技術的助言における指摘件数の

割合（指摘件数/実施市町村

数）



3

R7年度

予算

R6年度

予算現額

R5年度

予算現額

予算現額

事　業　名 後期高齢者医療支援事業

事業番号 05 06 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　■補正予算案　□点検

2

1

細事業

No.
細事業名

後期高齢者医療支援事業

No.

1

うち今回

補正額

千円

29,977,092 30,944,538

千円 千円

31,813,280

△ 703,973

部局 健康福祉部 課・室 健康増進課国民健康保険室

令和７年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

市町村及び後期高齢者医療広域連合への技術的助言、担当者研修等の経費

助言実施団体（見込）：29市町村、１団体（後期高齢者医療広域連合）

後期高齢者医療広域連合が行う療養の給付等に要する費用の一部を負担

（負担率：1/12）

後期高齢者医療の保険給付に対する負担額（見込）：24,764,664千円

低所得者や被用者保険の被扶養者であった者等の保険料軽減に要する費用の一

部を負担（負担率：3/4）

低所得者世帯の保険料を軽減する市町村への助成額（見込）

：4,710,538千円

直接

負担金

細事業を構成する主な取組

後期高齢者医療事務市町村支援事

業

後期高齢者医療給付費県費負担金

後期高齢者医療基盤安定事業負担

金

実施方法

負担金

4 後期高齢者医療高額医療費負担金

後期高齢者医療広域連合が負担する高額医療費（レセプト１件当たり80万円を

超える額）について、一部を負担（負担率：1/4）負担金

高額医療費の発生件数増加による財政リスク軽減額（見込）

：2,320,859千円

5
後期高齢者医療財政安定化基金運

営事業

後期高齢者医療広域連合の財政安定化のため県に設置されている基金の資金運

用による利子積立及び保険料抑制のための交付金の交付直接

基金運用益（見込）：16,359千円

保険料抑制のための交付金額（見込）：0円


